
○小牧山歴史館等入場料減免に関する要綱  

平成３１年４月２５日  

３１小教生第１６３号  

（趣旨）  

第１条  この要綱は、小牧山歴史館等の設置及び管理に関する条例（平成

３０年小牧市条例第３２号。以下「条例」という。）第５条第３項の規

定による入場料の減免及び第１４条第２項の規定による使用料の減免に

ついて必要な事項を定めるものとする。  

（減免の事由等）  

第２条  小牧市教育委員会は、次の表の事由の欄に掲げる事由に応じ、同

表免除者の欄に掲げる者について、条例第５条第１項の入場料（以下「入

場料」という。）を免除することができる。  

事由  免除者  

市内の小学校、中学校及び高等学校に

在学する者（以下「在学生」という。）

が課外学習等で条例第１条に規定する

歴史館等（以下「歴史館等」という。）

に入場しようとする場合  

当該在学生を引率する教諭及び保

護者  

市内の幼稚園、保育園又は認定こども

園に入園している園児が園外保育とし

て歴史館等に入場しようとする場合  

当該園児を引率する保育士及び保

護者  

次のいずれかの手帳（以下「身体障害

者手帳等」という。）の交付を受けて

いる者が歴史館等に入場しようとする

場合  

（１） 身体障害者福祉法（昭和２４

年法律第２８３号）第１５条に規定

する身体障害者手帳  

（２） 精神保健及び精神障害者福祉

当該身体障害者手帳等の交付を受

けている者及びその付添いの者１

人  



に関する法律（昭和２５年法律第１

２３号）第４５条に規定する精神障

害者保健福祉手帳  

（３） 戦傷病者特別援護法（昭和３

８年法律第１６８号）第４条に規定

する戦傷病者手帳  

（４） 原子爆弾被爆者に対する援護

に関する法律（平成６年法律第１１

７号）第２条に規定する被爆者健康

手帳  

（３） 厚生労働大臣の定めるところ

により交付された療育手帳又はこ

れに類する手帳  

市が主催する研修会、講習会その他の

催し物（以下「研修会等」という。）

に参加するため、歴史館等に入場しよ

うとする場合  

当該研修会等の参加者  

行政視察等のため歴史館等に入場しよ

うとする場合  

当該行政視察等の視察者  

新聞、雑誌等で小牧市、小牧山城、小

牧山歴史館等の PRをすることを目的と

した取材、撮影等のため歴史館等に入

場しようとする場合（個人での利用を

目的とした取材、撮影等の場 合を除

く。）  

当該取材、撮影等の関係者  

報道のため歴史館等に入場しようとす

る場合  

小牧市政記者クラブ又は公益社団

法人日本記者クラブに加盟してい

る会員の関係者  

２  小牧市教育委員会は、研修会等を開催するため条例第８条第１項に規



定するレクチャールームを利用しようとする当該研修会等の開催者につ

いて、条例第１４条第１項の使用料（以下「使用料」という。）を免除

することができる。  

（減免の申請）  

第３条  入場料の減免を受けようとする者は小牧山歴史館等入場料減免申

請書（様式第１）により、使用料の減免を受けようとする者は小牧山歴

史館等使用料減免申請書（様式第２）により小牧市教育委員会に申請し

なければならない。  

２  前項の規定にかかわらず、身体障害者手帳等の交付を受けている者及

びその付添いの者１人は、当該身体障害者手帳等を提示することにより

入場料の減免を受けることができる。  

３  小牧市教育委員会は、前項の規定により申請した者に対し、入場料を

減免するときは小牧山歴史館等入場料減免決定通知書（様式第３）を、

使用料を減免するときは小牧山歴史館等使用料減免決定通知書（様式第

４）を交付するものとする。  

附  則  

この要綱は、平成３１年４月２５日から施行する。  

附  則（令和元年３１小教生第５４８号）  

この要綱は、令和元年７月１日から施行する。  

附  則（令和５年４小教生第１１８３号）  

この要綱は、令和５年４月１日から施行する。  

１  この要綱は、令和６年８月１日から施行する。  

２  改正後の小牧山歴史館等入場料減免に関する要綱（以下「新要綱」と

いう。）の規定によるこの要綱の施行日（以下「施行日」という。）以

後の入場に係る減免の申請、決定その他の手続については、施行日前に

おいてもすることができる。  

３  この要綱の施行の際現に改正前の小牧市歴史館等入場料減免に関する

要綱（以下「旧要綱」という。）の規定に基づきされている減免の申請、

決定その他の手続については、新要綱の規定に基づきされた減免の申請、



決定その他の手続とみなす。  

４  この要綱の施行の際現に旧要綱の規定に基づいて作成されている用紙

（様式第１及び様式第２に限る。）は、新要綱の規定にかかわらず、当

分の間、使用することができる。  



 



 



 



 



 



様式第１（その１）（第３条関係）  

様式第１（その２）（第３条関係）  

様式第２（第３条関係）  

様式第３（第３条関係）  

様式第４（第３条関係）  

 


